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平成１２年東海豪雨水害時の状況 資料 ３
３．東海豪雨水害の特徴

１．東海豪雨水害の概要

２．東海豪雨水害時の浸水状況

●9月11日に、台風14号からの暖かい湿った空気により、秋雨
前線の活動が活発化。名古屋雨量観測所では、年間総雨量の

1/3に及ぶ567mmを記録（11日未明～12日）。１）P1治水施設の

計画規模を上回る集中豪雨であった。６）

●庄内川支川新川では、12日午前3時30分頃に、名古屋市西区
において左岸堤防が幅約100mにわたって決壊。２）P17

●庄内川本川も決壊には至らなかったものの、国道1号線下流
において右岸堤防から約2時間越水。２）P12

●人的被害は死者10名であったが、全壊・半壊・一部損壊508棟、
床上・床浸水69,837戸に及ぶとともに、都市型水害の特徴が
顕著。３）

災害列島2000
（国土交通省河川局）

１）被害額が7,715億円にも達し、その内、一般資産被
害が約9割を占める

４）放置車両と交通渋滞により応急対応活動に支障

●多数の車両が浸水

・家の脇や駐車場に止められていた車の多くが屋根まで水に浸かり、
被災車両の数は約10万台。１）P36

●応急対策活動に支障

・冠水により前に進めなくなった車や、被災した家族や親戚、友人らに
食料や水を届けようとする見舞いの車により大渋滞。

・交通規制を実施していたが、消防車や、救援物資・救出用ボートを
輸送するトラックも渋滞で進めなくなった。１）P３６

●排水後も復旧活動に支障

・水がひくと、道路に1,000台以上の放置車両が残された。復旧作業
にあたる車両やゴミ収集車などの通行を妨げた。１）P３６

５）広域的な企業活動への影響

●新幹線、高速道路のストップにより企業活動に影響

・「東海地方を中心とした豪雨のため12日も東海道新幹線、高速道路、
空の便など列島の大動脈が大きな影響を受けた。中部圏に拠点を
置く企業も豪雨の直撃に遭い、部品生産や輸送に支障がでたことか
ら同日、相次いで工場の操業停止や店舗休業に追い込まれた。」８）

・「トヨタ車体の刈谷工場の一部設備が水に浸かり稼動不能となった。
トヨタ自動車は12日午後4時ごろから国内の車両組み立てを全面停
止し、関連会社9社を含む、東北から九州までの計24工場で生産を
止めた。」８）

・「中部の部品メーカーの出荷に混乱が生じたため、富士重工業がエ
ンジンなどを手がける大泉工場（群馬県大泉町）の一部ラインを停
止した。」８）

３）停電、冠水によりポンンプが停止し、マンション等で断水

・停電、冠水により受水槽方式のマンション等においてポンプ
運転不能により断水。タンク車による応急給水。６）P２７

２）地下鉄が浸水、地下街は隣接ビルから浸水

水害被害額
７，７１５
億円

地下鉄大曽根駅地下通路（中日新聞）

●地下鉄の浸水

・名古屋市営地下鉄は名城線平安通駅等4駅の出入口な
どから浸水５）P33。11日20時から各路線で運休区間が生じ、
全線復旧したのは2日後の13日15時。６）P５７

・野並駅の出入口には止水板が立てられたが、濁流は止
水板を越えて流入した。１）P３８

●地下街は地下通路でつながったビルから浸水

・地下街の入り口では、止水板で浸水を免れることができた。
一方、地下通路で繋がる隣のビルが浸水し、その水が地
下街に流れ込んだ。１）P３８

●半地下ビルの浸水

・道路から溢れた水が外階段を通じて、ビルの半地下にあ
るコンビニエンスストアが浸水。１）P３８

氾濫により重なり合った自動車（国土地理院HPより）

１
国道1号一色大橋の状況

（国土交通省中部地方整備局撮影）
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６）企業が地域住民、自治体に協力し社会貢献

８）多数の帰宅困難者の発生

・夕方の通勤ラッシュ時に時間雨量の最大値が観測されたために、
交通機関が不通になり、大量の帰宅困難者が発生。７）

・JR名古屋駅には約5,000人、近鉄名古屋駅、名鉄新名古屋駅
にはそれぞれ1,000人、市営地下鉄には1,300人が構内や列車
で、新幹線には54,000人が列車内で一夜を明かした。１）P３７

・スーパーマーケットの屋上駐車場を開放してほしいとの要望が
あった。店長と地域ブロック長の判断により開放。９）P１３

・自動車部品メーカーは、社員に業務命令を出し、災害ごみの撤
去や公共施設の清掃活動を中心に活動。延べ約350人が参加。
９）P２

７）年間排出量の5倍の水害廃棄物が発生

・西枇杷島町では、年間排出量の約5倍の水害廃棄物が発生。１）
P２１本格的な復旧作業が開始された当日にゴミ集積場は満杯。
５）P４０

・水害廃棄物の発生量は、災害救助法の適用を受けた21市町村
の合計で約8万1,400トンとなった。2市7町から出た3万8,253ト
ンは名古屋市南港5区の処分場に運び込まれ、余力のある25
市町も協力し、4月上旬に処理が終了。１）P１２

名古屋港南5区に一時仮置きされた水害廃棄物
（社団法人日本損害保険協会HPより）

名鉄新名古屋駅で一夜を明かす人々
（社団法人日本損害保険協会HPより）

９）夜間に堤防決壊したため氾濫状況の把握が困難

・被災状況の把握が朝になるまで全くといっていいほどできなかっ
た。浸水のため現場に近づくことが出来なかったこと、深夜で
あったためヘリコプターなどの空撮手段が取れなかった。１１）P１４

・新川では、状況把握のための監視カメラが未整備。１１）P１３

１０）西枇杷島町は庁舎の浸水により防災機能がマヒ

・ほぼ全域が床上浸水した西枇杷島町では、役場の電話交換機

が水没し、また、防災無線もバッテリーがあがり不通状態。防災

対策本部の機能は完全にマヒし、住民への堤防決壊情報の通

報、避難所への情報提供や水、食糧の供給など、町が事前に

定めていた「水防・防災計画」は、ほとんど実行されなかった。１）
P28

愛知県西枇杷島町の浸水状況（国土交通省資料より）

１１）水や食料が不足したまま避難所が孤立

・名古屋市の避難所指定基準は、耐震・耐火構造であること、
100人以上が収容できること等であり、水害を想定した高さの規
定はなかった９）P６１。西区の中小田井小学校には、最大3,000
人が避難したが、校舎の1階が浸水し、2階以上を避難所とした
が、教室もすぐに一杯になり、廊下にも住民が溢れた。１）P３１

・ 1,500人が避難した西枇杷島小学校では、飲料水は備蓄分の
350ml入りの缶が500本だけだった。住民は1本の缶を家族で
分け合って飲んだ。夕食も一人に乾パン3個という有り様で、町
役場から届けられたおにぎりは数が少なく、子供と老人だけに
配られた。１）P３１

１２）浸水により医療機関も孤立

赤十字の活動状況（愛知県提供）

消防航空隊は8件の警戒事案に出動
（名古屋市消防航空隊HP：写真は東

海豪雨水害時とは異なる）

・新川病院（愛知県新川町）は、浸水がはじまり、薬品、カルテ
などの書類を必死で棚の上に上げた。玄関脇のガラスが水
圧で割れると一気に浸水。検査棟では2.3mの浸水、外来棟、
病棟は1.8mに及ぶ浸水となり、診断機器、レントゲン機器類
は完全に水没。2日間外部との連絡は断たれた。１２）

１３）孤立した施設に、ヘリにより物資を輸送

・老人保健施設満点星（愛知県西枇杷島町）は、事務機、薬品
など出来る限り2階へあげたがリハビリ施設などが浸水。一面
の浸水により孤立したが、自家発電用の燃料や食料などが自
衛隊のヘリにより輸送された。１２）

１４）避難勧告発令のタイミングが難しかった

・急激な浸水で「避難勧告を出せば危険」と考え、勧告を見送っ
たケースがあった。５）P15

平常時（名古屋市天白区） 東海豪雨水害時

同一地点における平常時と東海豪雨水害時の状況 （国土交通省 HPより） ２


